
 

 



 



はじめに

加東市では、平成 22(2010)年に策定した加東市人権尊重のまちづくり基本計画により、一
人ひとりの人権が尊重され、心豊かな地域づくりを目的に、様々な人権問題の解決をめざした
取組を推進してきました。
しかしながら、インターネット上での他人を誹謗中傷する内容や差別を助長する表現の掲載

をはじめ、性的指向・性自認に対する偏見、ヘイトスピーチ問題など、現在も様々な人権問題が
発生しています。
また、国では、平成 28(2016)年に人権三法と呼ばれる「部落差別の解消の推進に関する法

律」、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」、「本邦外出身者に対する不当な差別
的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」が成立するなど、様々な人権問題に関する新
たな法制度の整備が進んでおり、加東市においても、平成30(2018)年９月に「加東市部落差別
の解消の推進に関する条例」を制定しました。
このたび、新たに顕在化してきている人権問題や加東市人権尊重のまちづくり基本計画での

取組の成果と課題、市民の人権意識の現状などを踏まえ、「第２次加東市人権尊重のまちづくり
基本計画」を策定しました。今後も、これまでと同様、本計画に基づき、人権教育、啓発に関す
る施策の推進に取り組みます。
結びに、本計画の策定に当たりご審議を賜りました加東市人権尊重のまちづくり策定委員の

みなさまをはじめ、貴重なご意見を頂戴しました全てのみなさまにお礼申し上げます。

令和２(2020)年３月

加東市長 安田正義



加東市人権尊重のまちづくり基本計画（平成22(2010)年４月策定）では、

障害を「障がい」と表記していましたが、国では、現在、常用漢字を用いる

「障害」が採用されており、加東市においても、市で使用する文書は、「公

用文における漢字使用等について」（平成22年内閣訓令第1号）や「法令に

おける漢字使用等について」（平成22年11月30日内閣法制局長官決定）に

より常用漢字を使用することなどから、市が公文書として作成する場合の表

記を「障害」に統一する（固有名詞を除く）こととしたため、本計画書にお

いても「障害」で表記いたします。 
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